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国の出先機関の見直しに関する資料等 

 

 

委員会の調査結果・論点整理及び各府省の回答 

〔第２０回(19/9/27)、第２２回(10/10)〕 

・国の行政機関の地方支分部局に関する調査結果 

〔第３３回(20/1/30)〕 

・国の出先機関（地方支分部局）の管轄区域・職員数・予算規模等の概要 

・「国の出先機関の大胆な見直し」の試行的な事務分類及びこれに対する各府省の見解（要約）並び

に国の出先機関（地方支分部局）の組織・業務内容（概要） 

〔第３８回(3/18)〕 

・国の出先機関の見直しに関する個別機関ごとの論点整理（その１及び昨年の関連ヒアリング実施

分） 

〔第３９回(3/27)〕 

・国の出先機関の見直しに関する個別機関ごとの論点整理（その２） 

〔第４２回(4/17)〕 

・国の出先機関の見直しに関する個別機関ごとの論点整理（その３） 

〔第４３回(4/23)〕 

・国の出先機関の見直しに関する個別機関ごとの論点整理に対する各府省の見解（その１） 

〔第４５回(5/ 1)〕 

・国の出先機関の見直しに関する個別機関ごとの論点整理に対する各府省の見解（その２） 

〔第４７回(5/15)〕 

・国の出先機関の見直しに関する個別機関ごとの論点整理に対する各府省の見解（その３） 

〔第５７回(9/16)〕 

・国の出先機関の事務・権限の仕分けに関する各府省の見解 

〔第６３回(10/30)〕 

・国の出先機関の見直しの検討への協力依頼について（回答）（全国知事会） 

〔第６５回(11/11)〕 

 ・「国の出先機関の主要な事務・権限に関する公開討議」の概要 

〔第６６回(11/19)〕 

 ・第１次勧告のフォローアップ 

〔第６７回(11/26)〕 

 ・国の出先機関（１５系統）の一覧 

・国の出先機関（１５系統）の概況 

・国の出先機関（１５系統）の本局・下部機関別分布表（平成２０年度末定員ベース） 

〔第６８回(12/ 2)〕 

・国の出先機関の抜本的な統廃合（イメージ） 

・国の出先機関が入居する庁舎の新築、増築等について 

 

 

委員会への主な提出資料 

〔第３６回(20/2/28)〕 

（経済産業省提出資料（第３３回関係）） 

・個別クラスター計画の政策決定について 



 

・ベンチャー・中小企業支援における中小企業基盤整備機構の業務について 

・鉱業権の出願件数、許可件数の出先機関毎の数字 

（法務省提出資料（第３４回関係）） 

・登記所の廃止等に伴う行政コストの削減について 

・登記情報システム業務・システム最適化計画 

・登記のオンライン利用促進の主な施策 

・登記事務コンピュータ化経費（当初予算額）の推移 

〔第３８回(3/18)〕 

（国土交通省提出資料（第３４回関係）） 

・地方整備局における関連施設の関連法人等への管理運営委託状況について 

・都道府県における砂防事業等（補助事業）の箇所数、事業費について 

・雲仙復興事務所の年間予算、職員数、現在手がける主な事業とその事業規模について 

・大野木場砂防みらい館及び雲仙普賢岳資料館の建設概要等について 

・現在実施されている直轄砂防事業、直轄地すべり対策事業の着手年度、事業費、事業進捗率につ

いて 

・直轄砂防事業が終了し、都道府県に引き継がれた事例について 

・国営公園の管理運営を国直轄で実施しなければならない論拠について 

・地方整備局と都道府県の建設業の監督等に関する体制の比較について 

・地方整備局における法令遵守の取組について 

・羽田空港の駐車場Ｐ１～Ｐ５のそれぞれの運営主体、料金収入、運営主体の役員名簿について 

・財団法人空港環境整備協会の過去５年間の収入、剰余金額の推移について 

・住宅政策における国、都市再生機構、地方公共団体の役割分担について 

・いわゆる構造計算書偽装事件における地方整備局等の対応について 

（環境省提出資料（第３４回関係）） 

・平成新山ネイチャーセンターの建設概要等について 

（長崎県提出資料（第３４回関係）） 

・雲仙岳災害記念館の建設概要等について 

（猪瀬委員提出資料） 

・出先機関の見直しと道路特定財源 

〔第３９回(3/27)〕 

（国土交通省提出資料（第３６回関係）） 

・一級河川と二級河川の延長の比率、一級河川の指定区間と指定区間外区間の比率等について 

・北海道開発局における関連施設の関連法人等への管理運営委託状況について 

（国土交通省提出資料（第３８回関係）） 

・道路整備特別会計による支出について（平成１８年度） 

・建設弘済会／建設協会が民間から受け入れている派遣職員の人数について 

・建設弘済会／建設協会の財務諸表及び内部留保について 

・建設弘済会／建設協会の納税額等について 

・国道事務所が業務委託等を行おうとする場合の当該業務委託等について国道事務所長が契約を締

結できる金額、地方整備局が契約を締結できる金額、本省が契約を締結できる金額について 

〔第４０回(4/ 2)〕 

（農林水産省提出資料（第３５回関係）） 

【地方農政局関係】 

・所管公益法人に対する金銭交付額等に関する資料 

・鳥獣害対策関連資料 

・各農政局ブロックごとの特徴（農業生産） 



 

・地方農政局における農協連合会等の検査実績  

・農畜産業振興施策関連資料 

【森林管理局、森林・林業関係】 

・治山事業と砂防工事の役割分担 

・国有林野事業の独立行政法人化のスケジュール 

・治山事業関連「都道府県が実施困難な場合」について 

・治山事業関連「国の組織や職員の移管」について 

・森林・林業対策関連「国の責務」について 

【漁業調整事務所関係】 

・漁業の許可について 

・外国漁船の寄港の許可について 

・広域的な漁業調整の権限について 

・漁業監視取締のＧＰＳ・衛星監視方式について 

〔第４１回(4/ 8)〕 

（総務省提出資料（第３７回関係）） 

・地方交付税関連資料（特定の法人への支出を想定している経費等） 

〔第４２回(4/17)〕 

（国土交通省提出資料（第３７回関係）） 

・地方運輸局交通環境部環境課における省エネ法関係業務の概要について 

・社団法人日本観光協会の職員数、役員名簿（中央省庁出身者の状況等）、事業の内容について 

（総務省提出資料（第３９回関係）） 

・放送局の許認可に係る申請の年間件数（資料） 

・利用周波数や送信出力の調整業務の年間件数（資料） 

・インターネットの普及による地上放送及びＣＡＴＶの視聴率への影響とそれらに関する総合通信

局の役割（質問） 

・ＣＡＴＶ事業者のうち、市町村を超えないエリアで活動するものの数、市町村を超えるが都道府

県を越えないものの数、都道府県を超えるものの数を記載した地図（資料） 

（内閣府提出資料（第３９回関係）） 

・社会資本の整備に際しての直轄事業等の対象範囲の特例及び国の財政的な負担・補助の割合につ

いて、北海道の場合と沖縄の場合を分かりやすく対比・整理した表 

・那覇地方合同庁舎２号館の建築費及び床面積（床面積については、沖縄県庁の床面積と比較した

ものを併せて提出） 

・沖縄総合事務局における地元採用者の人数（割合） 

〔第４３回(4/23)〕 

（国土交通省提出資料（第４０回関係）） 

・航空管制官が置かれていない地方空港の事務所、出張所の数等 

〔第４６回(5/ 9)〕 

（厚生労働省提出資料（第４０回関係）） 

・雇用保険が国一律であると効率的な理由（全国一律で行った場合と分割して行った場合の比較衡

量の表を含む） 

・無料職業紹介業務について、鳥取県で実施している国との共同事業の具体的内容等 

・個別労使紛争解決事業のあっせん申請受理件数のうち、実際にあっせんまたは事案の解決に至っ

た１３年度以降の具体的件数 

・個別労使紛争解決事業において、「地方で実施したほうが、効果的な対応が可能」等との地方側

の主張についての見解等 

（環境省提出資料（第４０回関係）） 



 

・国立公園や国民公園の管理業務の独法化についての見解 

・新宿御苑の植物園機能の包括的な民間委託についての見解 

（厚生労働省提出資料（第４２回関係）） 

・我が国の生活保護制度の諸問題にかかる主要各国の公的扶助制度の比較に関する調査報告書 

（農林水産省提出資料（第４３回関係）） 

・所管公益法人に対する金銭交付額等に関する資料 

〔第４７回(5/15)〕 

（厚生労働省提出資料（第４０回関係）） 

・所管公益法人への補助・委託状況についての資料 

（国土交通省提出資料（第４１回関係）） 

・高速自動車国道と並行している直轄国道の延長について 

・（道路の）整備と管理が一体不可分である理由等について 

・河川関連の公益法人（建設弘済会・建設協会）の役職員数、天下りの状況（役員数・うち国土交

通省出身者数）及び民間から受け入れている派遣職員数について 

・治水特別会計による支出について（平成１８年度） 

〔第５０回(6/26)〕 

（猪瀬委員提出資料） 

・北海道開発局について 

〔第５１回(7/ 3)〕 

（農林水産省提出資料（第５０回関係）） 

・関係公益法人の役員名簿（中央省庁等出身者の最終官職を併せて示す） 

〔第５２回(7/11)〕 

（猪瀬委員提出資料） 

・国と地方公共団体における公共工事チェックシステム 

〔第５３回(7/17)〕 

（厚生労働省提出資料（第４６回関係）） 

・都道府県の無料職業紹介事業による常用就職件数の数値の訂正 

（猪瀬委員提出資料） 

・農政局関係の庁舎数 

〔第５４回(7/25)〕 

（国土交通省提出資料（第５０回関係）） 

・一般国道の直轄区間の指定基準の見直しのうち「同一都道府県内に起終点がある区間」等の区間

名、区間ごとの事業費、一般国道の直轄事業総計、個別区間ごとの整備計画上の想定事業費等 

・県内完結河川５３、概ね県内で完結河川１２の事業費、一級河川の直轄事業総計、個別区間ごと

の整備計画上の想定事業費等 

（猪瀬委員提出資料） 

・出先機関の実態把握について 

〔第５５回(8/ 1)〕 

（国土交通省提出資料（第５０回関係）） 

・北海道開発局が国土交通省所管公益法人及び独立行政法人に対して行った金銭交付等に関する資

料 

（農林水産省提出資料（第５３回関係）） 

・地方農政局の定員を削減した手法及び人数等 

〔第５６回(9/ 1)〕 

（国土交通省提出資料（第５５回関係）） 

・政令に定められている一般国道の指定区間の一覧（①同一都道府県内に起終点がある区間、②バ



 

イパスに並行する現道区間を含む路線の区間、③起点から終点までの一部に都道府県等管理とな

っている区間を含む路線の区間に該当する路線（区間）の一覧）、地図、区間ごとの事業費等 

・県内完結河川５３、概ね県内で完結河川１２の事業費、一級河川の直轄事業総計、個別区間ごと

の整備計画上の想定事業費等【第５４回提出資料に追加】 

（農林水産省提出資料） 

 ・農林水産省もしくは出先機関が所有もしくは借上げ（リースなど）をしている車両数等 

〔第５７回(9/16)〕 

（国土交通省及び北海道庁提出資料（第５６回関係）） 

・北海道開発局関連法人の役員名簿、財務諸表、北海道開発局からの発注額等 

〔第５８回(9/22)〕 

（農林水産省提出資料（第５６回関係）） 

 ・農林水産省が所有する車両について【第５６回提出資料に対する追加資料要求への回答】 

〔第５９回(9/30)〕 

（猪瀬委員提出資料） 

 ・地方整備局と建設弘済会・建設協会の組織の全体像 

 ・北海道開発局から関連公益法人への金銭交付のうちの随意契約の割合、法人の内部留保額等 

（国土交通省提出資料（第５７回関係）） 

 ・直轄国道のうち、①同一都道府県内に起終点がある区間、②バイパスに並行する現道区間を含む

路線の区間、③起点から終点までの一部に都道府県等管理となっている区間を含む路線の区間に

客観的に該当する路線（区間）の一覧【第５６回委員会提出資料に対する追加資料要求への回答】 

（農林水産省提出資料（第５７回関係）） 

・耕作放棄地の実態について等 

〔第６０回(10/ 1)〕 

（猪瀬委員提出資料） 

 ・農村振興局所管公益法人に対する金銭交付額等に関する資料 

〔第６２回(10/21)〕 

（露木委員提出資料） 

 ・沖縄視察リポート 

（国土交通省提出資料（第５６回、５７回関係）） 

 ・北海道開発局から関連公益法人への発注額等 

 ・一般国道の指定区間のうち、道路法５条の解釈上、「その他政治上、経済上、又は文化上特に重要

な都市」に位置づけられている人口３０万人未満の都市を連絡する区間の一覧 

 ・一般国道の指定区間のうち、第５９回委員会で示された区間の地図への明示、事業費等 

【第５９回提出資料に追加】 

（農林水産省提出資料（第６０、６１回関係）） 

・農業農村整備事業費のうち農道事業費の額及び全体に占める割合、土地改良事業の事業所数等の

変化、土地改良事業で整備した農地の耕作放棄率、直営土地改良事業の事業別の金額等 

・諸外国における農業に関する統計調査について、耕作放棄地の状況等 

〔第６３回(10/30)〕 

（猪瀬委員提出資料） 

 ・道路特定財源の内訳、国土交通省から都道府県への出向者の状況等 

〔第６４回(11/ 4)〕 

（猪瀬委員提出資料） 

・国道の直轄管理区間の指定基準（重要都市間を連絡する区間）の経緯、人口３０万人未満の都市

を連絡する区間を移管対象とする意義等について 

 



 

（国土交通省提出資料（第５９回関係）） 

 ・北海道開発局と関連公益法人との間の契約の随意契約率が高い理由等 

【第５７回提出資料に対する追加資料要求への回答】 

 ・港湾整備事業（直轄・補助）における事業費・実施箇所数の推移、港湾担当職員数等 

・バス、タクシー、トラック事業についてＰＤＣＡサイクルで施策を行う必要性、諸外国における

国と地方の役割分担の事例等 

 ・観光に係る先進的なモデル事業（観光圏整備事業）の具体的な取組み等 

〔第６７回(11/26)〕 

（国土交通省提出資料（第６３回関係）） 

・国土交通省が実施しているＯＤ調査の内容及びこの調査結果を用いた直轄国道における交通量の

域内と域外の概ねの割合の推計について 

〔第６８回(12/ 2)〕 

（猪瀬委員提出資料） 

・道路及び河川に関する抽出区間の状況、人員の考え方 

〔第６９回(12/ 8)〕 

（丹羽委員長提出資料） 

・国の出先機関改革に関する試算 

 

 

関連資料 

〔第７回(19/5/30)〕 

・国の出先機関の大胆な見直し（19/5/25 経済財政諮問会議有識者議員） 

〔第１０回(6/27)〕 

・経済財政改革の基本方針 2007（19/6/19 閣議決定） 

〔第１４回(7/31)〕 

・「第二期地方分権改革」への提言等について（19/7/25 全国知事会） 

地方支分部局に関する情報の提供について 

・全国知事会議（7/12・13）協議資料（抄） 

「協議資料７」 国の地方支分部局の見直しについて 

〔第１８回(9/18)〕 

・地方支分部局の整理について（19/9/18 地方六団体） 

〔第３６回(20/2/28)〕 

・国の地方支分部局（出先機関）の見直しの具体的方策（提言）（20/2/8 全国知事会）、国の出先機

関の地方支分部局について（2/25 全国市長会、全国町村会） 

〔第５０回(6/26)〕 

 ・地方分権改革推進要綱（第１次）（20/6/20 地方分権改革推進本部決定） 

〔第５１回(7/ 3)〕 

 ・経済財政改革の基本方針 2008（20/6/27 閣議決定） 

〔第６２回（10/21）〕 

・義務付け・枠付け」の廃止・縮小に関する追加調査結果（20/10/6 全国市長会） 

・支障事例を踏まえた主な改革の方向（20/10/17 全国市長会） 

〔第６７回(11/26)〕 

・地方分権改革の推進と地方財政の確立に向けて（20/11/19 全国知事会） 

以上の資料は、すべて内閣府ホームページ上で公開 

http://www.cao.go.jp/bunken-kaikaku/iinkai/iinkai-index.html 



国の出先機関の大胆な見直し

平成19年５月25日 

伊 藤 隆 敏

御手洗冨士夫

八 代 尚 宏

地方分権を進めるにあたって、国の出先機関の見直しは不可欠である。

また、国家公務員 33 万人のうち、約 7 割の 21 万人は出先機関にいるため、

政府機能の根本的な見直しの観点からも、ここにメスを入れる必要がある。

見直しにあたっては、国の果たすべき役割を限定し、それ以外の事務は

地方へ移譲することが必要である。その作業のため、出先機関の分類を試

行的に行った。以下は、その作業への提案である。地方分権改革推進委員

会におかれては、これを一案として、国の出先機関の抜本改革を検討し、

提案していただきたい。

１． 事務の分類

Ａ．国に残すもの（注） 

ⅰ)国家としての存立に直接関わる事務（例：税関、防衛）

 ⅱ)全国的な規模や全国的視点に立って行わなければならない事務

（例：航空管制、気象台）

Ｂ．地方に移譲可能な事務のうち、現在は主に国のみでその事務を行って

いるもの（例：労働基準監督）→ 仕事と人員の移譲を検討

Ｃ．地方に移譲可能な事務のうち、地方でも同様の事務を行っているもの

（例：交通基盤整備、廃棄物対策）→ 地方移譲によって人員の縮減

が可能

注：地方分権改革推進法第5条 国は、国際社会における国家としての存立にかかわる事務、全国的に統一

して定めることが望ましい国民の諸活動・・・又は全国的な規模で若しくは全国的な視点に立って行わなけ

ればならない施策及び事業の実施その他の国が本来果たすべき役割を重点的に担い・・・(以下、略)
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２． 試行的分類の結果（別表参照）

・ 現在、出先機関が行っている事務のうち、同様の事務を地方自治体が

行っているもの（分類Ｃ）が多く、合理化の可能性が大きい

３． 今後の見直しにあたっての課題

・ 出先機関の事務分類と地方への移譲を行うにあたっては、併せて次の

点の検討が必要である

① 国と地方の役割分担の見直し

出先機関を地方へ移すためには、国から地方へ事務（権限）

を移す必要

② 出先機関の職員が、業務と共に地方自治体へ移る場合の対応 

をどうするか

③ 出先機関はブロック単位であるため、その事務を移す場合の

地方の受け皿をどう設定するか
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